
評価書（個票）
	事務・事業名
	・事業主に対する講習会
・一般事業主行動計画の策定・実施に関する相談

・広報・啓発
	担当課

　　（担当課長）
	雇用均等・児童家庭局
職業家庭両立課
（職業家庭両立課長
成田 裕紀）

	根拠法令等
	次世代育成支援対策推進法（平成15年法律第120号）第20条第１項

	類　型
	講習研修
促進啓発

	
	
	指定等の形態
	指定

	事務・事業の
概要
	○事務・事業創設時の趣旨
一般事業主行動計画について、その内容の充実や円滑な策定及び実施が図ら
れるようにするために、国としても支援を行うことが必要となるが、一般事業
主行動計画の内容には、勤務体制、人事管理の見直し等本来一般事業主が自主
的に決定する事項が定められるものである。こうしたことから、育児休業制度、
労働時間制度等について知識を有していること、一般事業主行動計画の策定及
び実施に係る支援業務の遂行の確実性があること等の要件を満たす民間団体を
国が指定し、一般事業主行動計画の策定及び実施に係る支援を行わせる仕組み
を設けることとするものである。
○事務・事業の内容

　一般事業主行動計画の策定及び実施に関し、一般事業主その他の関係者に対し、雇用環境の整備に関する相談その他の援助



	事務・事業の
目的
	一般事業主行動計画について、その内容の充実や円滑な策定及び実施が図られ、労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために必要な雇用環境が整備されること。


	
	関連する
政策目標
	施策大目標Ⅱ－３

男女労働者の均等な機会と待遇の確保対策、仕事と家庭の両立支援、パートタイム労働者と正社員間の均等・均衡待遇等を推進する

施策中目標Ⅱ－３－１

男女労働者の均等な機会と待遇の確保対策、仕事と家庭の両立支援、パートタイム労働者と正社員間の均等・均衡待遇等を推進する

施策小目標２

育児・介護を行う労働者が仕事と家庭を両立しやすい雇用環境を整備すること



	
	関連する
業績指標
	指標２　

男性の育児休業取得率

指標３

　　第１子出産前後の女性の継続就業率

指標４

　　３歳までの育児のための短時間勤務制度の制度普及率



	
	指標の
目標値等
	指標２　

男性の育児休業取得率

  毎年前年度以上／５％以上（平成２４年度）／１０％以上（平成２９年度）

指標３

　　第１子出産前後の女性の継続就業率

　　　４５％以上（平成２４年度）／５５％以上（平成２９年度）

指標４

　　３歳までの育児のための短時間勤務制度の制度普及率

　　　５６％以上（平成２３年度）



	法人の指定等
の状況
	別紙のとおり。

	指定・登録等の基準に対する

よくあるお問い合わせと回答
	特になし。

	料金等・積算根拠
	別紙のとおり。

	事務・事業の実績
	○実績（平成２２年度）
一般事業主行動計画の策定及び実施に関し、一般事業主その他の関係者に対する雇用環境の整備に関する相談その他の援助

（各センターによって異なり、数字は把握していない）

○事業収入（平成２２年度）
不明


	国からの補助金等
	○補助金・委託費等（平成２２年度）：　なし


	事務・事業の見直し状況（これまでの検証）
	「国からの指定等に基づき特定の事務・事業を実施する法人に係る規制の新設審査及び国の関与等の透明化・合理化のための基準」（平成１８年８月１５日閣議決定）に基づき、平成２０年度に、指定の基準、指定を受けた法人に係る事項等をインターネットで公開した。

	事務・事業の必要性等・有効性
	○上記事務・事業の見直し状況（これまでの検証）を踏まえ、事務・事業の必要性等及び有効性を記載。

●事務・事業の必要性

急速な少子化の進展により次世代育成支援対策は積年の重要な課題であり、企業の実情を踏まえつつ、効果的に次世代育成支援対策を進めるためには、仕事と子育てを両立しやすい雇用環境を整備するための業務体制、要員管理の見直し等についての検討が必要となる。

このようなノウハウがない事業主に対しては、国としても専門的、弾力的なきめ細かい相談その他の援助を行うことが必要であるため。
●事務・事業の妥当性

一般事業主行動計画の策定及び実施が円滑に実施されるためには、都道府県労働局雇用均等室の援助のみならず、企業における人事労務管理に精通している事業主団体を次世代育成支援対策推進センターとして指定し、これらの団体による援助が行われることが、利用者利便の向上等に照らして妥当である。

●事務・事業の有効性

一般事業主行動計画の策定及び実施が円滑に実施されるためには、都道府県労働局雇用均等室の援助のみならず、企業における人事労務管理に精通している事業主団体を次世代育成支援対策推進センターとして指定し、これらの団体による援助が行われることが、国が直接行うことよりも有効である。



	事務・事業の執行体制の妥当性
	○指定等を行う妥当性

一般事業主行動計画の策定、公表及び労働者への周知並びに当該一般事業主行動計画に基づく措置が円滑に実施されるためには、都道府県労働局雇用均等室の援助のみならず、企業における人事労務管理に精通している事業主団体を次世代育成支援対策推進センターとして指定し、これらの団体による援助が行われることが、国が直接援助を行うことよりも妥当かつ有効である。
○事務・事業実施主体の適格性

　次世代育成支援対策推進法第20条第１項及び同施行規則第15条に基づき、育児休業制度、労働時間制度等について知識を有していること、一般事業主行動計画の策定及び実施に係る支援業務の遂行の確実性があること等の要件を満たす事業主団体を指定しており、事業の目的から本事業の実施主体として適格である。


	評価結果の総括

（現状分析（事務・事業の評価）と今後の方向性）

	一般事業主その他の関係者に対し、雇用環境の整備に関する相談その他の援助を行い、企業における次世代育成支援対策を一層進展させていくためには、今後とも、企業における人事労務管理に精通している事業主団体である次世代育成支援対策推進センターを活用していくことが必要である。

	備考
	












